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201-衆-経済産業委員会-5 号 令和 2 年 4 月 10 日 

 

○富田委員長 次に、宮川伸君。 

 

○宮川委員 立国社の宮川伸でございます。よろしくお願いいたします。 

 まず、新型コロナウイルス感染症の問題を少し聞かせていただきたいと思います。 

 私の選挙区も、先生方の選挙区もそうだと思いますが、感染が広がっていて、たくさんの要望等が、困

っていますという声が届いてきています。 

 緊急事態宣言も出されましたが、本当に真剣になって、私、政府、与野党一丸となって、一刻も早く感

染拡大をとめて、そして、一人一人の国民の命を守っていかなければいけないと本当に強く思っている

ところであります。 

 そういった中で、この委員会でも何度かマスクの問題が取り上げられましたが、最初少しマスクの話

を聞かせてください。 

 医療機関はなかなか声が聞きにくいんですが、少なくとも福祉関係の施設等、マスクがいつなくなる

かわからないという声がいまだに聞こえてくるんですが、いろいろ配っているよという声は聞こえてい

るんですが、その流通がどうなっているのか、もう一回改めて教えていただけますでしょうか。 

 

○藤木政府参考人 お答え申し上げます。 

 マスクに関しましては、二月時点ではおおむね週一億枚、月に直しますと約四億枚という供給体制で

あったわけでございますが、その後、メーカーに対する設備投資支援などを含めた増産支援、また、輸入

の拡大といったようなことに取り組みました結果、三月には約六億枚の供給、今月には更に一億枚を積

み増して、七億枚の供給というところを目指して取組を進めてございます。 

 今御指摘ございました医療機関向けにつきましては、国内メーカーの増産あるいは輸入拡大で約一千

五百万枚を国として確保して、自治体などを通じて配付を行ったところでありまして、また、引き続きこ

ういったオペレーションを続けてまいりたいと思っております。 

 それから、介護施設等につきましても、約二千万枚を国で一括購入して、介護施設等に緊急配付をする

といったオペレーションを行っているところでございます。 

 引き続きまして、マスクが必要なところに届くよう、国として全力を尽くしてまいりたいと考えてお

ります。 

 

○宮川委員 ありがとうございます。 

 マスクとともに、アルコールや手袋というものも聞こえてきています。アルコールに関してちょっと、

議論が余り聞こえてきていないので、今、アルコールは、同じように、どういう状況になっているのか教

えていただけますでしょうか。 

 

○上田政府参考人 お答え申し上げます。 

 アルコール消毒液につきましては、各社が増産に取り組んでおり、三月は、平時の二・二倍の二百十八

万リットル、これを生産をしております。しかしながら、需要の急激な高まりにより、医療機関やドラッ
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グストア等において不足しているという認識をしております。 

 この問題を解決するために、これまで、令和元年度予備費により、アルコール消毒液の生産設備の導入

補助事業、これを四件採択をし、事業者の増産を支援するとともに、やはり丁寧な手洗いによる感染予防

や、机でありますとか手すりなどの消毒には塩素系の漂白剤、これが有効であるといったような啓蒙な

どの取組を行ってまいりました。 

 さらに、新たな緊急経済対策においても、生産設備の導入補助によって引き続き増産を支援すること

としており、昨日、補助金の公募を開始したところでございます。 

 こうした取組により、今後も、厚生労働省と連携をして、医療機関等でのアルコール消毒液の不足の解

消、これに取り組んでまいります。 

 

○宮川委員 大臣、私、選挙区でいろいろな声が聞こえるんですけれども、いつなくなるかもうわからな

いと。それで、マスクも届いたところがあるそうです。だけれども、いつ来るかわからなくて、突然ぽこ

っと来て、五十枚ありましたとか。結局、いつ来るかわからないから、だから、やはり多目に買っておか

ないと、あるいは、手に入るんだったら少しでも手に入れなきゃというふうに必死になっているわけで

すよね、皆さん。あるいは、周りの地域の人と結びついて、例えばアルコールなら近くの工場で持ってい

るところから少しもらってきているとか、そういうように助け合って今やっているわけです。 

 こういう緊急事態なのに、もう一カ月前から同じ答弁しか聞こえてこないんですよ。全く安心できな

いと思うんですが、大臣、どう思われますか。 

 

○梶山国務大臣 製造でこれだけ確保したというのを、目の前に来るか来ないかというのが、やはり、消

費者の皆さん、国民の皆さんの関心事であると思っております。 

 ただ、例えば海外の製造現場も含めて、製造から流通、そして小売の現場まで、一回在庫がほぼ空にな

りました。そういった中で、優先的に進めなければならない場所も含めて今マスクの製造をしていると

いうことで、七億枚製造しているということは、ある程度、従来の需要であれば行き渡るところなんです

けれども、この状況の中ではなかなかまだ見通しがつかないというのが現実だと思っております。です

から、手づくりのマスクの方法も含めていろいろ、とりあえず応急、その場をしのぐためのものもネット

等で流しているわけでありますが。 

 企業等で応援をしていただくところ、先ほど来出ていますけれども、シャープがやっているといいま

すけれども、これは、クリーンルームを使って、親会社の台湾の会社がマスクを製造しているということ

もあって、その二つの条件があってすぐにできたということもあります。あとは、薬のメーカー、製薬メ

ーカーなどが、従来のラインを増設をする、更に十三件ほど設備補助金を使って対応しているところで

ありますけれども、また更にそういう製造を手伝ってもらえるところをしっかり探していかなければな

らないと思っております。 

 

○宮川委員 厚生労働省も経産省の方も、出向している方もかなりいて、皆さん本当に一生懸命やって

くださっていると思います。そういう中で、やはり事態が事態なので、いろいろな人が知恵を出して、そ

れで何とか乗り切れないか、取り組んでいく必要があると思っています。 

 そういう中で、じゃ、経産省としてどういうことができるのかということですけれども、私もいろいろ
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考えたんですね。それで、きょうの一つの審議は、例えば５Ｇだったりデジタルだったり、そういう話題

で、ソサエティー五・〇を目指してやっていこうという、そういう分野が経産省の強いところだというふ

うに思っているわけです。 

 例えば宅急便。今、大臣も、宅急便、インターネットで頼んだりすると思いますが、じゃ、自分の荷物

がどこにあるのか、いつ発送されたのか、どの中継地点にいるのか、どこでとまっているのかというの

は、普通、ネットで見ればわかるわけですよ。それを普通にやっているのに、何でマスクやアルコールは

できないのか。これぐらいもできないのに、５Ｇの社会だなんということを言えるのか。だから、本当に

経産省が真剣になって５Ｇの社会をつくっていくのだったら、こんなマスクやアルコールの流通ぐらい、

それは、余り示すと、わあっとお客が来ちゃうこともあるかもしれないです、そういうところはコントロ

ールしながら、ささっとインターネットでこういうものを出すというのが、それが経産省がやれること

なんじゃないかと私は思うんです。 

 例えば、ニュースがありました。これは韓国の例なんですけれども、台湾も出ているみたいですけれど

も、マスクマップというのがもうつくられているわけです。まあ、台湾は特殊なケースだということもち

ょっと聞いたんですが、記事に何と書いてあるか。三月十日に、中小ベンチャー企業部の朴映宣長官が、

これはだから中小企業の長官なわけですよ、新型コロナウイルスのマスクマップ開発促進のためのスタ

ートアップ懇談会を開催し、七社のスタートアップ企業も参加をしましたと。 

 だから、経産省のようなところが中心になって、マスクがいつ来るのか、みんな困っているから、スタ

ートアップベンチャーでこういうソフトを開発できる人は集まってくれ、それでしっかりやろうよとい

うことをやっているわけじゃないですか。 

 厚労省の人も一生懸命やっていると思うんです。だから、マスクは、ある意味、厚労省で配ったりする

のは、製造のところだけ経産省だとか、今そういう段階じゃないから、もう経産省のリソースを全部割い

て、それで国民が安心できるように、特に医療だとか介護だとか、本当に、いつ来るか、もう今あとちょ

っとしかないという声がたくさん大臣のところにも来ていると思うんです。なぜ、このぐらいのことが

できないのに、デジタルトランスフォーマーだとか５Ｇ社会だなんという議論をここでやっているのか

というのが、私はどうしても言いたいと思ってきょう来ております。 

 ちょっと今、この段階でコメントをいただけますか。 

 

○梶山国務大臣 末端の小売店でのＰＯＳで把握しているのは、四月の頭に、大体毎日一千枚ずつ小売

店から出ているということなんですが、ＰＯＳの把握率が約七割ということで、大体一千四百万枚ぐら

い毎日供給はされているんですけれども、大手の流通業者、大手のドラッグストアというところに集中

をしていると思いますけれども、まだまだ行き渡るための在庫、総量が足りないという状況であります。

そして、あと……（発言する者あり）まあ、それはしっかりとまたやっていきますけれども、全体の絶対

量がまだ足りないということが、まず第一点。 

 そして、厚労省との連携、文科省との連携、総務省との連携。というのは、文科省は学校にマスクを送

るということもありますし、総務省はそれぞれの自治体でどうしても必要なところ、病院等、介護施設等

に送るためのものということで連携をしながら、これは省の壁は取り払った上でしっかりと今やらせて

もらっておりますし、厚労省にも二十名ほど経産省から出ておりますし、経産省でも、ほかの生活必需物

資、必需品をしっかり対応するためのチームもできているところでありますが、とにかく全力で対応し
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たいと思いますけれども、今の時点ではそういう状況であります。 

 

○宮川委員 今までと違う状況ですので、やはり政治家が、大臣が、これをやるんだと強く言わないとな

かなか動かないと思うので、ぜひリーダーシップを発揮していただければと思います。 

 ちょっと恐縮なんですが、もう一つだけコロナの例を、経産省ももっと頑張ってほしいというのをち

ょっと言いたいんですけれども。これは少し厚労省寄りかもしれませんが、国際空港の検疫の問題を少

しお話ししたいと思います。 

 海外から帰ってきた人が、そこが感染源になっている例がやはり幾つか出ているわけであります。こ

れが、私の選挙区、近くに成田空港があるんですけれども、成田空港の検疫がちゃんとできているのか、

そういう住民の方々の声が届いてきているんですね。私も、週末を通して、本当に大丈夫かと思って一生

懸命動いているんですが、やはり野党議員では限界があって、わからないところがいっぱいあるんです。 

 それがどういうことかということですけれども、幾つか報道が出ているんです。 

 例えば、これは三月二十一日になりますが、スペインのマドリッドから帰ってきた家族がいたんです

ね。それで、検疫でＰＣＲ検査を受けたんだけれども、その結果を聞く前に沖縄まで、成田空港から羽田

まで行って、それから那覇空港まで帰っちゃった。帰った後に感染していたことがわかったというのが

報道に出ています。 

 そして、きょう、今お配りをしていますが、一枚目、これは三月二十七日でありますが、この辺から特

措法だとか緊急事態宣言とかという話が出てきているときですけれども、アメリカからの入国九十二人、

待機要請せずに検疫通過という見出しがあると思いますが、九十二人がそのまま入っていたというニュ

ースも出ているわけであります。 

 このほか、三月二十六日の記事では、ヨーロッパから帰ってきた留学生のコメントが載っています。日

本の空港の検疫は簡易で、感染者がすり抜けているのではないか、こんなに簡単に入国できるのかとあ

っけにとられたということが記事に書いてあります。 

 そして、これは四月二日でありますが、この記事には、検疫をやっているわけですね、ＰＣＲの検査を

受けるわけですが、この専用ブースに誘導するのは感染が広がっている対象国からの直行便のみ、スペ

インとかからの直行便のみ。対象国を出国して、乗りかえをして第三国から入国した場合などはきちん

とできていないかもしれないというような記事が出ているわけであります。 

 こういうのが連日報道されているんですね。 

 それで、今、お配りしたお手元の資料の二枚目なんですが、これは、ＴＢＳニュースで動画で配信され

ていたものなんです。 

 上の写真を見ていただくと、検疫と書いてありますが、この検疫のところをばあっと人が入っている、

これは本当は動画なんです、ばあっと入っていっている。そして、その下のところに白い文字で書いてあ

りますが、これはスペインから帰国した男性の言葉なんです。検疫官が、対象国の人いませんかと声かけ

をしている感じですと。ですから、一つ一つパスポートを見たり、どこから来たんですかというのを聞い

て、そしてレベル３の対象国からの人を全部ＰＣＲ検査をしているんじゃないんじゃないかということ

をこれは言っているわけです。 

 三枚目、上、自己申告だけとこの人は言っています。そして、この人はモスクワ経由で入ってきている

んですね、スペインからモスクワ経由で入ってきているパターンなんです。自分はスペインからだから



5 

 

ＰＣＲ検査をするということで行ったんですね。そうしたら、この下ですけれども、聞いたら、この便で

は一番ですと言われたと。 

 次のページになりますが、本当に誰もいないのかと疑問に思ったと。自分の乗っている飛行機の中に

はヨーロッパからの人たちがたくさん乗っていた、モスクワ経由で日本人でということがあるわけです。

個人的に非常に緩いと感じたと。こういう動画が流れているんですね。 

 こういうことが連日あったわけですが、これは本当に、私の選挙区を、もしそのまま検査しないで出て

きた人がいると通っているんです。ですから、いろいろな声があって、一生懸命、これはどうなっている

のかというのをやったわけですが、大臣、今の話だけ聞いて、不安に思いませんでしょうか。 

 

○梶山国務大臣 こういう動画が流れているということですから現実なんでしょうし、私どもから厚生

労働大臣、国土交通大臣にもしっかり伝えて、対策をもう一度、これが現実であれば変えるべきところは

変えるということだと思いますし、対応しているとは思いますけれども、もう一度確認をさせていただ

きます。 

 

○宮川委員 私、これは野党合同ヒアリングの中でも聞いたんです。厚労省の方がいらっしゃいました。

やはり、厚労省の方々、本当に大変で、もう疲弊されているのが見てわかるんですね。なんだけれども、

その中で、回答としては、問題ありません、きちっとできていますという一言の回答だけだったんです

よ。厚労省からそういうふうな、文書で出したものに対する回答があったから、ですから、私は、それは

そうなんだろうと思うんです。 

 思うんだけれども、住民はそういうふうに、すぐにそれだけでは安心をしないから、じゃ、何ができる

かといえば、ちゃんとやっているのであれば、一言だけそういうふうに言うだけじゃなくて、ちゃんとや

っているところを、これは映像で出ているんだから、映像で撮って、政府から映像で流せばいいじゃない

ですか。ちゃんとできているんですよ、こういう報道はあるけれども、だけれども、政府はちゃんとやっ

ているんですよと。 

 これもさっきも申しました、私は、５Ｇのデジタルの世界でこのレベルのことをちゃっとやれなけれ

ば、今さら５Ｇだとかといっても、全然何もできていないという気がします。 

 それで、空港を、検査がネガティブだったりして出た場合でも、指定場所での二週間の待機と公共交通

機関の利用自粛が要請されているんですね。だけれども、空港から出ても泊まるホテルがないというこ

とが言われているんです。例えば、そういうものに関しても、どこのホテルが今あいているかとか一瞬で

見えるようなアプリを開発して、すぐに出して、それで、戻ってきた人が、ここならいいよ、ちょっと行

けばここならいいよというのがすぐアレンジできるような、そういうのがデジタル社会なんじゃないか

と私は思います。 

 ちょっとコロナに関係するのはここでやめますが、大臣、経済産業省だからやれるコロナ対策がある

と思うんです、ぜひリーダーシップをとってやっていただきたいんですが、もう一度、意気込みという

か、お願いいたします。 

 

○梶山国務大臣 しっかりと正確な情報を流すことが不安の解消にもつながるし、これからの対策にも

つながると思っております。今委員御指摘のことをしっかりと対応してまいりたいと思います。 
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○宮川委員 それで、５Ｇの話を聞いていきたいというふうに私は思っているんですが、ちょっと時間

の関係もあるので。 

 まず、５Ｇの中で、先ほども話にあったように、税制優遇があるということです。それで、私は、本当

に必要であれば税制優遇すればいいと思います。それで、その分、社会が発展をして税収が入れば、それ

は減税した分、税制優遇した分戻ってくるわけだから、それはそれでいいと思うんです。 

 だけれども、やはり、昨年の十月に消費税を上げていて、そして、その消費税の影響、今のコロナの影

響も考えれば、国民感情からすれば、消費税を上げたばかりなのに何で大企業の税制優遇をやるんです

かというのが通常は思うと思うんですね。ですから、そこのところを丁寧に説明をする必要があると思

うんです。国民がそれでもやはりこれは必要だと思えるような説明が必要だと私は思います。 

 そういった中で、まず一つ、通信会社に関しては、携帯電話の通話料が高いんじゃないかという話があ

りました。もし通話料でぼろもうけをしているんだとしたら、ぼろもうけしている会社に何で税制優遇、

国民には消費税を上げて、税制優遇をするんですかということになるんじゃないかと思います。 

 それで、一年くらい前に菅官房長官が、携帯電話の料金は四割引き下げる余地があるということを大々

的におっしゃっていましたが、あれから一年ぐらいたっていますが、今、四割というのは削減できたんで

しょうか、御説明ください。 

 

○竹村政府参考人 スマートフォンの料金につきましては、さまざまなプランですとかオプションがあ

りますので一概に比較することは困難でございますが、例えば最大手の携帯電話事業者のデータ容量三

十ギガバイト以上の大容量プランにつきまして、昨年四月時点と現在の料金を比較しますと、二割強、金

額にすると二千円程度安くなっております。 

 また、昨年十月に施行された改正電気通信事業法におきまして、通信料金と端末代金の完全分離や行

き過ぎた囲い込みの是正という措置を講じたところ、法律の施行後、主要携帯電話事業者におきまして、

期間拘束のない料金プランについて二割前後、金額にして千三百円から二千七百円程度の引下げが行わ

れたところでございます。 

 さらに、端末価格につきましては、携帯電話事業者において三万円から五万円程度の中価格帯の端末

の取扱いがふえるなど、多様化が進んでいるものというふうに承知をしております。 

 

○宮川委員 いろいろなサービスがあるので比べるのが難しいというのはそのとおりだというように思

います。 

 今、資料をお配りして、五枚目に、ちょっとこれは古くて去年の十一月二十一日で、世論調査が行われ

ています。携帯電話の料金で、変わりましたかという中で、棒グラフみたいなのがありますが、変わらな

いと高くなったというので六九％。七〇％の人がそういうふうに感じているわけなので、ちょっともう

少しわかりやすく説明してほしいんですが、大手三社を考えた場合に、三社とも二割ぐらい下がってい

るんでしょうか。もう一度お答えください。 

 

○竹村政府参考人 大手三社のうち、最大手の事業者、それから二番目の事業者につきましては、料金は

下がっております。三番目の事業者につきましては、この大容量プランについて比較すると料金は変わ
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っていないという状況でございます。 

 

○宮川委員 二番目のは何％ぐらい下がっているんですか。 

 

○竹村政府参考人 二番目の事業者につきましては、期間拘束のないプランにつきまして、まず、一万円

ぐらいから施行後に九千円程度に引下げが行われまして、さらに、令和二年の二月に千五百円の値下げ

が実施されましたので、三割程度下がっているということでございます。 

 

○宮川委員 もう一つ、先ほどもちょっと説明がありましたが、今までは、私が記事を見ている限りで

は、携帯電話の機械、端末そのものがやはり高かったから、それを安くする分通信料が上がっていたとい

うように聞いているんですが、先ほどちょっと、端末が五万円云々という話もありましたが、少なくと

も、私、何人か友達と話をしているんですが、いや、四割も安くなったという、二割、三割とおっしゃっ

ていましたが、安くなったという感覚を持っている人というのは私は余り聞いたことがないんです。 

 端末代も含めて考えた場合に、本当にこのぐらい安い感じになっているんでしょうか。もう一度御説

明いただけますか。 

 

○竹村政府参考人 端末についての御質問がございました。 

 法律の、改正法の施行前は、端末と通信サービスのセット販売によって、端末を安く値引きをして通信

料金で回収するということが行われておりましたので、端末の実売価格は安いけれども通信料金が高い

ということでございました。 

 改正法によりまして、端末の購入補助に上限というのを設けましたので、消費者から見ると端末の定

価というのが非常に見やすくなって、そこで、端末の定価の値下げをするという動きが出てきていると

いうふうに承知をしております。 

 

○宮川委員 日本の産業をどうするのか、５Ｇを含めて、今、日本がおくれてしまったという質問も先ほ

どからあったと思うんです。これをどうするのかという議論をしているんですね。 

 私が知っている限りでは、この端末と料金分離をすることによって、その端末費用がまともに乗っか

ってくるようになったから、だから中国製品の五万円、四万円の端末が大量に入ってきて、日本企業の端

末が非常に厳しくなるんじゃないかということを聞いていますが、実情はどうですか。もうちょっと、ち

ゃんと説明していただけますか。 

 

○竹村政府参考人 お答え申し上げます。 

 確かに、議員御指摘のとおり、中国製の安い端末というのはかなり入ってきております。 

 ただ、先ほど申し上げましたとおり、通信料金と端末料金の分離が徹底されることで、利用者が通信料

金と端末代金をそれぞれ単独で比較することができるようになって、それぞれの競争の進展を通じて通

信料金と端末代金が、ほかの外国の事業者も含めて競争が進展をして低廉化をしていくということを期

待しているところでございます。 
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○宮川委員 ちょっといろいろなプランが違っていて、すきっと、わかりにくかった部分があると思う

んですが、ちょっと時間の関係もあってやめますが。 

 ５Ｇ端末が今入ってきて、これから５Ｇだということで、値段がどうなるのかということがあります。 

 だけれども、もう一度、私の感覚でいうと、あのとき菅官房長官が、四割安くなるよと、四割安くでき

るよと言っていましたが、私はそうなっていないんじゃないかと。皆さんどう思われるか、私の肌感覚で

は、そんなに安くなっていないんじゃないかなという気がしています。 

 それで、私、もう一つ大臣に申したいのは、菅官房長官が、電気通信事業法の改正も五月に行われたわ

けですけれども、菅官房長官があれでテレビにいろいろ出ていたときというのは、四月とかにも出てい

たんですね。ちょうど四月のころというのは、統一地方選挙だったんです。その後、七月から参議院選挙

があったんです。 

 私は、あの菅官房長官のお話を聞いて、携帯電話料金、四割引き下げる余地があるよと、あれを聞いて、

ああ、さすがだな、若者向けの政策としてこういう政策をぱっと打てるのは、なかなか私は思いつかなか

ったなとそのとき思ったんですよ。ある意味、野党ですから、焦ったわけです。選挙が終わって、一年た

って、本当に皆さん、これは四割、あのときの発言って、選挙前の発言って、こういうの、正しかったん

でしょうか。大臣、どう思われますか。 

 

○梶山国務大臣 官房長官のコメントですから、私が事情を知らずに意見を差し挟むことはできません

けれども、やはりそれなりに調べた上で、端末と分離すれば四割ぐらい下げる余地があるということで

の発言であったと思います。 

 

○宮川委員 もう一度この５Ｇの税制優遇のところに戻りますが、国民の消費税が上がっている状況な

わけです。もう一度、これを、税制優遇をやるという案なわけですから、今の携帯電話の会社さん、大手

さんはもっと値引き、四割値引きできるというように大臣は考えていらっしゃるか、やはりそこまでは

下げられないから税制優遇するのもやむを得ないと思われているか、どういうふうにこの状況を思われ

ていますでしょうか。 

 

○梶山国務大臣 私が四割下げられるという確信を持っているわけではなくて、その発言について意見

を求められたので、そうではないかという話をさせていただきました。 

 ５Ｇシステムは、今後の経済社会や国民生活にとって極めて重要な共通の生活のインフラでもあると

思っております。ですから、基地局を整備するということは共通のインフラの整備ということにつなが

りますし、また、キャリアの各社にとりましても、先行投資をしながらまずは基地局の整備ということに

なりますので、それをいち早く整備をするために支援をしていくという考え方でございます。 

 

○宮川委員 ここの、料金に関しても、しっかり国民が納得するように説明、ウオッチをしていっていた

だければと思います。 

 ちょっと時間の関係があるので、次に移りますが、もう少し、この費用の問題であります。税制優遇を

する上で、国民にしっかり説明をしていく必要があると思います。今回の税制優遇で予想される減税規

模というのは幾らぐらいなんでしょうか。 
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○西山政府参考人 お答え申し上げます。 

 今回の減税規模ということでございますけれども、減収額という意味では百三十億円程度というふう

に見込んでおります。その前提となります設備投資については一千億円程度というふうに見込んでいる

ところでございます。 

 以上でございます。 

 

○宮川委員 それでは、今回、四社が今は免許を持っている、電波の割当てがありますが、この四社の七

年前の内部留保金、そして現在の内部留保金の合計は幾らでしょうか。 

 

○竹村政府参考人 お答えを申し上げます。 

 四社のいわゆる内部留保額である利益剰余金の総額は、決算資料によれば、二〇一二年十二月現在で

約六・八兆円、二〇一九年十二月末時点で約九・八兆円であるというふうに承知をしております。 

 

○宮川委員 安倍政権が始まって七年間で約三兆円の内部留保がふえているという今のお話だと思うん

ですが、三兆円の内部留保がふえている中で百三十億円のこの税制優遇、これで本当にこの事業が前に

進むようなドライビングになるでしょうか。この政策的な効果、どのように捉えているのか、御説明くだ

さい。 

 

○西山政府参考人 お答えを申し上げます。 

 今回の減税措置につきましては、５Ｇというインフラが非常に裾野の広い効果を持っている、つまり、

当然ですけれども、そのサービスを提供する事業者のみならず、５Ｇを利用するさまざまな産業に裨益

をするという考え方でこの措置を講じております。 

 それで、今のお尋ねの直接的な効果ということでございますけれども、今、減収額百三十億円というふ

うに見込んでおりますけれども、二つポイントがございます。 

 一つは、今回、特に、いわゆる全国５Ｇ、今御質問のキャリアという点について申し上げれば、その中

でも基地局の整備の前倒しをするということに絞っているということ。さらに、特に、その中でも一定の

技術的な要件を満たす、つまり、高度で信頼のできるサプライヤーが提供することが求められるような

設備に絞って適用するということがございます。 

 また、今回の減税措置は、それに加えまして、いわゆるローカル５Ｇというものも対象にしております

ので、こうしたものとあわせて、５Ｇ及びそのユースケースについての効果が期待されているというふ

うに考えております。 

 以上でございます。 

 

○宮川委員 ちょっと私は、今の説明だとすとんとは落ちないんですけれども、私は頭から反対なわけ

じゃないんです、こういう技術、５Ｇとかすごくやっていかなきゃいけないと思っていて。 

 もう一度、ちょっと大臣、国民の皆さんに対して、消費税を十月に上げたけれども、今言ったみたいに、

内部留保は三兆円ふえているかもしれない、菅官房長官は四割安くなるよと言ったけれども私は肌感覚
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で安くなっていないと思うんです、そういうふうに思っている国民は多いんじゃないかと思うんですが、

改めて、税制優遇は必要なんだという説明を国民にしていただけませんか。 

 

○梶山国務大臣 まず、内部留保というのは、将来の投資も含めて、内部にキャッシュを置くということ

だと思っておりますけれども。この５Ｇの基地局の整備に関しましては、国民共有のインフラとなり得

るものということで、個人であっても、また企業であっても、これらを活用しながらまた好循環を生むも

のだと思っております。 

 まずは、その基地局を整備していくことということで、十キロ四方メッシュでしっかり数年間で整備

をしていくことになりますので、そういったものに支援をするために、こういった税制を使わせていた

だくということであります。 

 

○宮川委員 ちょっと私、準備していたのが大分終わらなかったんです。もっといろいろ技術的なこと

をお聞きしたかったんですが。 

 ただ、私が大事だと思っているのは、経産省がやらなきゃいけないと思っていることは、基地局をいか

に早く建てるかということよりも、５Ｇを使って何をやるのか、そのアプリケーションの方をどうする

のかというのは、基地局の方は総務省さんが頑張ればやれるわけですよ、その電波を使って何をやるの

かということこそ経産省が知恵を出してやっていかなきゃいけないことだと思うんです。 

 ちょっとまた別の機会にこのアプリケーションの話はしたいと思いますが、時間が終わってしまった

ので、最後、大臣、この５Ｇを使っていくということで、これからの社会に向けて、もう一度、意気込み

を聞かせていただけますか。 

 

○梶山国務大臣 委員が言うように、アプリケーションは非常に重要であると思っております。 

 今回のコロナの感染症においても、やはり遠隔教育、遠隔医療ということのインフラがまず整備をさ

れていないということもありまして、一部でしか使われていないということもございます。そういった

ものが当たり前に使えるような時代にしていくということがこの５Ｇの整備につながるものだと思って

おります。 

 

○宮川委員 私の質問を終わりにします。ありがとうございました。 

 


